農業委員会事務局における日常業務推進上の課題･問題点の把握について
　　　　　県　　　　　　　委員会
Ⅰ.農地関連業務関係（農地法等の法令業務の執行）
１．農地法3条許可に伴う現地調査の実施について
No.1
	　農地法第３条第２項第１号「全部効率利用要件」について、申請者の農地をすべて調査する際、効率的な方法はありますか？

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　農地法第３条第２項第７号「周辺地域との調和要件」について、判断基準は「農地法関係事務に係る処理基準」第３に示されているが、そのための現地調査はどのように行っていますか？

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　新規就農（参入）の場合は、どのような書類を提出させ、どのような基準で許可等を行っているか。また、営農計画書を提出させた場合、計画の履行についてどのような指導を行っていますか？

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　申請者が、登記及び農地基本台帳上「農地」であるが、農地として活用しづらい土地を所有している場合（申請者の先代から山林など）、どのような指導・対応をしていますか？

	 【具体的な対応方法】



２．遊休農地対策について（利用状況調査、指導・勧告、具体的な解消対策等）
No.1
	　指導時に、経営として成り立つ具体的な解消方法について相談を受けるが、作目、販路等について助言をすることは難しい。効果的な方法はありますか？ 

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　市町村農政部局以外に、どのような団体とどのように連携していますか？ 

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　山間部などで目視が困難な農地が多くある場合、どのように現地確認を行っていますか？

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　相続手続きを行っていない農地で、相続人が実質的に相続を放棄している場合、どのように対応していますか。 

	 【具体的な対応方法】



No.5
	 文書による指導や通知、勧告を行った事例があれば、どのように行ったか紹介してください。また、指導、通知、勧告に関して、注意している点、対応に苦慮している出来事などがあれば紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



３．解除条件付き貸借への対応について（勧告、許可の取消等）
No.1
	　農業委員会が許可を取り消した後、引き続き借人（一般法人）が利用している場合、どのように対応しますか？

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　解除に値する行為の判断について、ガイドライン（具体例）を作成していますか？作成している場合、その内容を紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



４．相続等の届出への対応について(受理､他部局との連携､あっせん希望への対応等）
No.1
	　他市町村にも農地を有する場合、どのように相続を把握していますか。市町村間で連携をとっていれば、その連携方法（具体的な事務処理方法）を紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　他市町村に住民票を移した後に亡くなった場合（病院、介護施設等）、相続をどのように把握していますか？

	 【具体的な対応方法】



５．農地の賃借料情報の提供について
No.1
	　賃貸借の件数が極めて少なく、また、近隣の市町村とも農業事情が異なり情報提供が困難です。このような場合に、実際に参考になるように情報提供している事例を紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



	No.2
　物納の場合、どのような情報をもとに金額換算していますか？

	 【具体的な対応方法】



６．下限面積の設定について
No.1
	　毎年検討することになっているが、農業センサス以外に用いている情報源はありますか？

	 【具体的な対応方法】



７．農業生産法人の報告について
No.1
	　提出しない法人に対しては、文書等で催促を行っているが、より効果的な方法はあるか？

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　休業中、行方不明の場合の対応で効果的な方法はありますか？

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　本店が県外にある農業生産法人に立ち入り検査を行う場合、本店のある農業委員会とはどのように連絡を取っていますか？また、立ち入り検査の旅費の支出はどのように行っていますか？

	 【具体的な対応方法】



Ⅱ.担い手関係
No.1
	　農業再生協議会は、活動範囲が広すぎて明確でないともいえますが、農業委員会としてどのように係わっていますか。？

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　納税猶予特例農地のリストはどのように管理、入手していますか？

	 【具体的な対応方法】



Ⅲ.農業委員会の運営等
１．総会・部会の運営
No.1
	　総会議事録の縦覧場所等、閲覧および保管はどのようにおこなっていますか？

	 【具体的な対応方法】



２．活動計画の作成・点検
No.1
	　活動計画の作成の際、農業委員や農業者からの意見を集約するために、どのような方法をとっていますか？

	 【具体的な対応方法】



３．農地基本台帳の整備
No.1
	　農地基本台帳に閲覧の規程を定めている場合、手続き及び内容を紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　現況地目（耕作放棄地、雑種地）についての考え方が、市（税務課）と農業委員会で異なっているため対応に苦慮しているのですが、どのように連携していますか？

	 【具体的な対応方法】



４．農業委員選挙関係事務
No.1
	　登載申請書の効率的な回収方法があれば教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　農業委員選挙人要件の農業従事日数６０日以上（耕作の業務を営む者の同居の親族または配偶者）について、効率的な確認方法はありますか？

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　農業委員が各集落で事前に調整して無投票当選している場合、農業委員会の審議において、自分の集落の案件以外について発言しづらくなるとの指摘を聞きます。適正かつ活発な審議を行うのために、運営上注意していることはありますか？

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　農業委員選挙において、議会推薦枠で女性の農業者にお願いしても断られてしまうことがあります。有効な方法があれば紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



５．市町村部局との連携、事務委任等
No.1
	　農地法改正や数々の調査によって、業務が大幅に増大しているが、事務局体制は増員することは容易ではありません。地方交付税の算定基礎として農業委員会の事務局人数が増加されていることや、農地制度実施円滑化事業等の存在によって体制を整備していれば、財政部局、首長への効果的な説得方法を紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】
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